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平成 19 年 9月 4 日 

各 位  

 不動産投信発行者名 

東 京 都 港 区 赤 坂 一 丁 目 9 番 20 号 

ジ ャ パ ン エ ク セ レ ン ト 投 資 法 人 

代表者名 執 行 役 員 田村 順一 

（コード番号：8987） 

 投資信託委託業者名                     

ｼﾞｬﾊﾟﾝｴｸｾﾚﾝﾄｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 田村 順一 

問合せ先 経 営 企 画 部 長 長谷川 渉 

TEL.03-5575-3511 （代表） 

 
 

規約の変更、役員及び会計監査人の選任に関するお知らせ 
 
本投資法人は、平成 19 年 9 月 4 日付の役員会におきまして、以下のとおり、規約の変更、役員及

び会計監査人の選任に関し、平成19年 10月 5日開催予定の第 2回投資主総会（以下「本投資主総会」

といいます。）に付議することを決議しましたのでお知らせします。 

なお、当該事項は、本投資主総会での承認可決をもって有効となります。 

 
記 

１． 規約一部変更の件 

  

規約変更の主な内容及び理由は、以下のとおりです。 

（本項において取り上げられている規約の条項号の番号については、特に断りのない限り、現行規約に

おける条項号の番号を示すものとします。） 

 

(1) 第３条、第４条、第６条、第７条、第８条、第 11 条、第 12 条、第 13 条、第 14 条、第 16 条、第 22 条、

第 31 条第１項柱書き、第 33 条、第 37 条関係 

会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律が施行され、投資信託及び投資法人に関する法

律（以下「投信法」といいます。）その他投資法人に関わる法令が整備・改正されたこと等に伴い、現行

の規約と関係法令との字句等の統一を図るため、所要の変更を行うものです。 

 

(2) 第 26 条関係 

平成 19 年の税制改正によって租税特別措置法第 67 条の 15 第９項が廃止されたことにより、特定目的

会社の優先出資証券の全部を取得した場合の除外規定が適用されなくなりましたので、第 26 条第５項

第２号の削除を行うものです。 

 

(3) 第 27 条、第 28 条、第 31 条関係 

証券取引法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 65 号）の施行に伴い、所要の変更を行うもの

です。また、民法上の地役権が付帯している資産に投資をすることができるようにするため、運用を行う

資産の種類に民法上の地役権を追加するため、変更案第 27 条第３項第７号のとおり規定を変更するも

のです。さらに、株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）の規則改正に伴い、

取得に際して東京証券取引所の承認が不要となった資産への柔軟性のある投資を可能にするために、

東京証券取引所の承認が必要である旨の文言を削除するものです。 

 

(4) 第 29 条関係 

本投資法人が将来的にマスターリース会社として不動産を賃貸することを可能とするため、変更案第29



 

 2

条第４項を新設するものです。 

 

(5) 第 31 条第１項第 11 号関係 

平成 19 年の金融商品会計に関する実務指針改正によって、信託の受益権については、原則として金

融商品会計基準上の会計処理は有価証券として扱わず、その評価方法としては、当該信託の受益権

の経済的実態に即して評価を検討するということとなりましたので、運用資産の経済的実態に即して運

用資産を評価する旨の規定を追加するものです。 

 

(6) 第 34 条関係 

証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴い、今後、投資法人による短期投資法人債の発行が

可能とされていることから、本投資法人の機動的な資金調達を可能とするため、同法において要求され

ている要件に従い、必要な規定の変更を行うものです。また、証券取引法等の一部を改正する法律の

施行に伴い、適格機関投資家を規定する法律名が証券取引法から金融商品取引法に修正されること

から、法律名の修正を行うものです。さらに、租税特別措置法施行令改正に伴い、投資法人に係る課

税の特例の適用を受けるための要件の一つである借入先（適格機関投資家）の定義が変更されたこと

から、当該定義を変更する修正を行うものです。 

 

(7) 第 35 条、第 36 条、第 37 条及び第 39 条関係 

証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴い、投信法上の登録投資法人の委託を受けてその

資産の運用を行う者を指す定義語が、投資信託委託業者から資産運用会社に変更されることから、用

語の修正を行うものです。 

 

(8) その他 

上記変更以外の変更につきましては、上記の変更により規約の条項号の番号が不整合となった部分に

ついて整理し、それに応じて条項号の番号を改めるとともに、条文の整備を行うもの、又は法令の改正

により規約上に記載された法令の条数が変更する度に規約の変更を余儀なくされることを回避するた

めに法令の具体的な条数の記載を削除するもの、その他規約を簡素化し、語句の修正をするもので

す。 

 

２．役員の選任の件 

 

（１） 執行役員１名選任 

   執行役員田村順一は、平成 20 年２月 20 日をもって任期満了となりますが、本人より平成 19 年 10 月

31 日をもって一旦本投資法人の執行役員を辞任したい旨の申し出があったため、あらためて平成 19

年 11 月１日付で田村順一を執行役員に選任することにつき議案を提出するものです。 

 

（２）補欠執行役員１名選任 

   執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことになる場合に備えて、田邉信之を補欠執行

役員に選任することにつき議案を提出するものです。 

なお、田邉信之は、資産運用会社であるジャパンエクセレントアセットマネジメント株式会社（以下「資

産運用会社」といいます。）の取締役であるため、本投資法人の執行役員が法令に定める員数を欠くこ

とになったときに、資産運用会社の取締役と本投資法人の執行役員を兼職することについて、金融庁

長官にかかる承認を申請しております。 

 

（３）監督役員３名選任 

     監督役員坂上誠及び長濱毅の両氏は、平成 20 年２月 20 日をもって任期満了となりますが、本人らより

平成 19 年 10 月 31 日をもって一旦本投資法人の監督役員を辞任したい旨の申し出があったため、あら

ためて両氏を監督役員に選任することに加え、監督体制の一層の強化のため新たに前川俊一氏を監

督役員候補者としたうえで、監督役員３名の選任につき議案を提出するものです。 
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３． 会計監査人の選任の件 

 

  みすず監査法人が平成19年７月31日をもって本投資法人の会計監査人を辞任したことに伴い、本投資

法人は、投信法第 108 条第３項の規定に基づき、役員会決議により、平成 19 年８月１日付で新日本監査

法人を一時会計監査人の職務を行うべき者として選任し、現在に至っております。つきましては、本投資

主総会にて新日本監査法人を会計監査人に選任することにつき議案を提出するものです。 
 

上記１ないし３の各議案の詳細につきましては、添付資料の「第２回投資主総会招集ご通知」をご覧くださ

い。 

 

４． 投資主総会等の日程 

 

平成 19 年 9 月 ４日  本投資主総会提出議案承認役員会 

平成 19 年 9 月 19 日  本投資主総会招集通知発送（予定） 

平成 19 年 10 月 5 日  本投資主総会開催（予定） 

 

（添付資料） 第 2 回投資主総会招集ご通知 

 

以 上 

※ 本資料の配布先 ： 兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

※ 本投資法人のホームページアドレス : http://www.excellent-reit.co.jp/ 

http://www.excellent-reit.co.jp/
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